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要 旨 

 

風力発電の社会的受容性において、発電プロジェクトのリスクは立地地域が負担するが、プロジェ

クトの利益は地域外の事業者が独占するという受苦受益の不均衡、言い換えれば「配分的正義」に関

する問題が挙げられる。本研究では、陸上風力発電施設の建設計画に対する住民の選択行動に影響す

る要因として、この「配分的正義」に着目した選択型実験を行った。具体的には、新規に建設される

仮想的な陸上風車の属性として、事業主体が地域外の民間企業であるか否か、事業主体が地域の社会

課題の解決に資する「地域貢献活動」を実施するか否かを用いるとともに、事業実施に伴う二酸化炭

素排出の削減効果も属性に設定して実験を実施した。 

得られた調査データを基に、条件付きロジットモデル及び混合ロジットモデルを用いて分析したと

ころ、回答者は、事業主体が地域外の民間企業である場合よりも自治体あるいは地域の関係者である

場合を選好し、また地域貢献活動についても実施しない場合と比べ実施する場合を選好することが明

らかとなった。さらに潜在クラスモデルを用いて分析したところ、風力発電に否定的な人々のグルー

プでは、地域貢献活動の実施や二酸化炭素削減効果の大きさが必ずしも効用を高めることに結びつか

ないことが認められた。  
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１．研究の背景と目的 

気候変動を巡る状況は年々その深刻さを増している。2023 年７月 27 日、国連のアントニオ・グテー

レス事務総長は、世界気象機関(WMO)及び欧州委員会(EC)のコペルニクス気候変動サービスが「7 月

の世界の平均気温が観測史上最も高くなる見通し」と発表したことを受けて記者会見を開き、「地球温

暖化の時代は終わり、地球沸騰化の時代が到来した」と述べ、劇的かつ早急な気候変動アクションの必

要性を世界に対し訴え注目を浴びた（United Nations, 2023a）。またグテーレス事務総長は、同年 9 月

20 日に国連本部で開かれた気候野心サミットにおいて「人類は地獄の門を開けてしまった」とまで述べ

た一方で、「未来は決まっているわけではない」と続け、気温上昇を 1.5℃近くに抑えるというパリ協定

の目標はまだ達成可能であると指摘し、各国の対策加速を呼びかけた（United Nations, 2023b）。 

これら国連事務総長の警告は、2023 年 3 月に発表された気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第 6

次統合報告書に代表される最新の科学的知見に基づいて行われた。統合報告書では、「人間活動が地球

温暖化を引き起こしてきたことには疑う余地はない。」「人為的な気候変動は、既に世界中のすべての地

域において多くの気象と気候の極端減少に影響を及ぼし、自然と人々に対し広範な悪影響や損失・損害

をもたらしている」「将来変化の一部は不可避かつ/または不可逆的だが、世界全体の温室効果ガスの大

幅で急速かつ持続的な排出削減によって抑制しうる。」「温暖化を 1.5℃または 2℃に抑えるには、この

10 年間にすべての部門において急速かつ大幅で、ほとんどの場合即時の温室効果ガスの排出削減が必

要。1.5℃に抑えるには今世紀半ばの二酸化炭素排出実質ゼロが必要。」などと述べられており、温室効

果ガスの排出を急速かつ大幅に削減しなければならないと強調している（IPCC, 2023）。 

さらに 2023 年 11 月末～12 月にアラブ首長国連邦(UAE)のドバイで開催された気候変動枠組条約第

28 回締約国会議（COP28）では、パリ協定に基づき世界全体の気候変動対応の進捗状況を評価・検証

する「グローバル・ストックテイク」が初めて実施され、現在の各国の自主的目標(NDC)ではパリ協定

の目標達成は困難であるとし、目標の引き上げ、再生可能エネルギーの拡大や化石燃料からの脱却等の

温室効果ガス排出削減への取組強化を要請した。また最終合意文書において、2030 年までに世界の再生

可能エネルギーの容量を 3 倍、エネルギー効率を 2 倍にすることを宣言するとともに、「エネルギーシ

ステムにおける化石燃料からの脱却を進め、この重要な 10 年間で行動を加速させる」との文言が盛り

込まれることになった(UNFCCC, 2023)。 

 

以上述べたとおり、気候変動への対応としての再生可能エネルギーの導入拡大は急務となっているが、

IPCC 第 6 次統合報告書においては、エネルギー供給のうち特にコストが 20 米ドル/トン CO2 以下であ

る太陽光発電及び風力発電が急速かつ大幅な温室効果ガスの排出削減に大きく貢献するとされている

(IPCC, 2023)。また環境省が 2019 年度に行った再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査によれば、

高位ケースでは洋上風力・陸上風力と太陽光の総計で日本の総発電電力量実績の 2 倍以上のポテンシャ
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ルが存在するとしている(環境省, 2021)。このような背景も踏まえ、2021 年 10 月に閣議決定された第

6 次エネルギー基本計画では、2030 年における電源構成の目標値として、陸上風力については 17.9GW、

洋上風力については 5.7GW と設定されたが、これは 2021 年 3 月時点の陸上風力 4.2GW、洋上風力

0.01GW に比べ大幅増の目標となっている。この目標値は関係省庁が風力発電の導入拡大に向けた政策

対応を強化した上で、さらに 2030 年度の温室効果ガス 46％削減目標の達成に向けもう一段の施策強化

等に取り組んで実現した場合の野心的なものということである(資源エネルギー庁, 2021)が、この目標

値であっても先に触れた環境省の調査による導入ポテンシャル（事業性を考慮した高位シナリオ）に比

べると大幅に低く、陸上風力・洋上風力の合計でも 2030 年度の電源構成に占める比率は約 5％に過ぎ

ない。再生可能エネルギー導入の大幅拡大が望まれている中では、特に陸上風力・洋上風力においては

そのポテンシャルに見合う形での更なる量的導入増加が期待されているところであるが、現実には日本

の各地において風力発電施設の建設に対する反対運動が相次いで発生しており、建設計画を撤回する事

例も多く見られている。これらの状況を踏まえると、今後風力発電の導入拡大を実現するためには、風

力発電施設の建設を計画する地域における受容性を高める方策について検討することが急務である。 

 

このような風力発電など再生可能エネルギーの社会的受容の定義としては、Wüstenhagen et al. 

(2007)が提唱するモデルが使われることが多い。そこでは、社会・政治的受容(Socio-political acceptance)、

市場的受容(Market acceptance)、地域的受容(Community acceptance)の３つの受容性が社会的受容の概

念として整理されており、地域的受容の要素としては手続き的公正(Procedural justice)、配分的正義

(Distributional justice) 、 信 頼

(Trust)が挙げられている。地域

の視点で風力発電施設の建設問

題を考えると、知らないうちに

事業が決定してしまうことや、

地域の一部の人のみが事業によ

る便益を享受するなどの不公正

さが問題となる場合があり、こ

れに対処するためには地域的受

容の 3 つの要因に対し真剣に向

き合う必要がある。 

地域的受容の 3 つの要因のう

ち、手続き的公正については合意

形成の分野で研究の蓄積がある。

図 1 再生可能エネルギーイノベーションの社会的受容の概念 

（出典：Wüstenhagen et al. (2007)、本巣(2016)） 
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また、信頼については、ガバナンスの手法が信頼に寄与する点や、科学技術に対する人々の信頼などの

研究がある。しかし、配分的正義に関しては、コミュニティパワーや市民風車の研究で注目されている

ものの、民間企業が行う事業を含め社会的受容とどのような関係があるのかは十分に分析されていると

は言い難い。例えば、事業主体が地域外の事業者であれば事業の利益が地域外に流出するため、地域外

の事業者が批判される例はこれまでにもあったが、事業主体の違いによる住民の選好に関する研究は少

ない。また、事業実施に際して地域の社会課題解決のための活動（地域貢献活動）が行われることがあ

るが、そもそもそのような活動が示されないケースや、事業者側がそのような姿勢を示す前に反対運動

が起きてしまうケース、あるいはそのような姿勢を示しても反対されるケースはある。昨今の風力発電

事業では地域貢献活動が検討される例が多く、また、改正地球温暖化対策推進法においても、地域の課

題解決に貢献する再生可能エネルギーを活用することが推進されている。地域に裨益する事業について、

地域付加価値創造分析を用いた研究はあるが（山下・小川・佐々木, 2022）、住民の視点から評価する研

究は少ない。 

 

以上を踏まえ、本研究では、社会的受容を構成する要素のうち、主に「配分的正義」に着目して、陸

上風力発電施設建設の事業主体が地域外の事業者であるか否か、また事業主体による地域貢献活動が行

われるか否かによって、風力発電施設の受容性がどのように変化するかを選択型実験により調査し、陸

上風力発電に対する住民の選好を定量的に評価・分析する。 

先行研究では、後述のとおり世界各国において陸上風力・洋上風力発電施設に対する国民の価値観や

選好についての定量的評価が行われているが、わが国においては風力発電の適地となる地域で広範に風

力発電施設に対する住民の選好を選択型実験により定量的評価を行った事例は極めて少ない。また、こ

れまで世界各国において行われてきた風力発電施設に対する住民の選好についての選択型実験は、風車

からの距離や風車数、影響を受ける生物種など物理的な属性に着目して実施することがほとんどであっ

たが、本研究のように社会的受容を構成する要素に着目して選択型実験を行う例はごくわずかしか存在

しない。特に配分的正義に着目し、それを軸に選択型実験により住民の選好を定量的に評価・分析した

研究は他に例を見ないことから、本研究は学術的にも政策的にも意義があるものと考える。 

 

本稿の残りの部分は以下のように構成されている。第２章では、陸上風力の社会的受容性に係る国内

動向を説明する。第３章では、国内外のこれまでの本研究に関連する文献を最新動向も含め概観し、本

研究の立ち位置を確認する。第４章では、本研究で使用する経済学的手法である「選択型実験」および

選好の多様性を把握することができる「潜在クラスモデル」について詳説する。第５章では、本調査に

より得られたデータの分析結果を示す。そして第６章では、推定結果を元に考察を加え、今後の研究課

題などを述べて結論とする。 
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図２ 日本の風力発電導入量の推移(1995～2023年) 

（出典：日本風力発電協会（2024）） 

入量 

２．「陸上風力の社会的受容」に係る現状 

２．１． 日本における風力発電導入の背景 

日本における実用的な風力発電所は 1980 年代後半から設置され始めた。当初は地方自治体が主導

となり設置が進められ、地域に害をもたらす強風を活かした町づくりや高騰する燃料費を抑えること

を主な目的に設置された。しかし、自治体による風力発電所の導入が増加するにつれ、既存の電力制

度では風力発電の導入に限界が生じるようになり、さまざまな電力制度が整備されるようになった。

例えば、売電に関する諸制度や系統連系に関するガイドラインなどが整備されるとともに、電気の供

給と小売事業の規制を緩和する電気事業法の改正も行われた。さらに、国立研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成制度により、風力発電事業の初期費用が軽減され、民間

企業は風力発電事業に参入しやすくなった。こうしたことを背景に、風力発電は民間企業を中心にビ

ジネスとして発展していった(本巣, 2016)。 

2011 年の東日本大震災発生後は、「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」（Feed-in Tariff: FIT）

の導入により事業の見通しがつきやすくなり、民間企業は事業を計画しやすくなった。その後、2012

年に風力発電事業が環境影響評価法の適用対象になったことで新規導入は一時的に落ち込んだが、風

力発電所の大規模化や単基出力の大型化などが進み、2020 年には新規導入量が過去最高の 500MW

を超えた（図 2）。 

 

 

 

とはいえ改めて図 2 を見ると、年によって変動はあるものの、毎年の導入量は概ね横ばい気味に推

＊Net: 廃止分を勘案した正味導入量 

（発電量） （風車基数） 
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移しており、風車数で見ると近年はむしろ減少気味となっている。 

 

２．２．風力発電に対する地域住民の受容性 

陸上風力発電の導入拡大が促進される一方で、風力発電事業の計画地域では、自然環境や生活環境

への悪影響に対する懸念から反対運動が活発化している。一部の地域では事業計画が中止となる例や、

事業の実施について訴訟へと発展した例などもあり、計画通りの導入に至らない場合もある。地方は

風力発電の「植民地」とでもいうべき状況

になったことにより、地域からの反発も次

第に顕著になってきている。 

風力発電施設による環境紛争の発生状

況については、近年の調査ではないが、錦

澤(2019）の研究グループが新聞記事検索

により 2012 年４月までのデータとその後

2017 年 7 月までのデータについて比較し

たものがある（図 3）。その結果は両調査

で大きな相違は見られないが、いずれも全

体の 4 割で紛争が発生している状況が続

いており、また紛争の結果中止・凍結に至

る事業も、両調査ともに全体の 2 割弱発生

している。 

 

こうした地域社会からの受け入れに関する説明としては、先に述べたとおり IEA の Task 28 で採用

されたモデルが使われることが多い。そこでは、地域からの反対の理由としてあげられることの多い

景観や野鳥への影響、あるいは騒音問題といった環境への影響とは別に、手続き的公正、配分的正義、

信頼が地域受容性の要因として挙げられている。特に配分的正義に関しては、発電事業によるリスク

は立地地域が被る一方で、事業利益は地域外の事業者が独占するといった受苦受益の不均衡が問題の

一つとなっている。 

この受苦受益の不均衡問題を是正するために、昨今の風力発電事業では地域に便益を還元するよう

な事業が多く見られるようになってきた。例えば、青森県鯵ヶ沢町の風力発電事業では、地元の農産

物である毛豆を特産品化し、風車のロゴをつけて販売する例や、秋田県にかほ市や千葉県銚子市では、

風力発電事業を通して地域の特産品の販路を作る例もある(柏谷, 2010; SOLAR JOURNAL, 2017; 

WIND JOURNAL, 2023)。また、洋上風力発電事業においては、地域共生策の一環として出捐する基

図３ 風力発電施設による環境紛争の発生状況 

（出典：錦澤(2019)） 

入量 
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金が設けられており、地域への経済的メリットを検討することが風力発電事業では基本となりつつあ

る(野村総合研究所, 2021)。 

行政においても、地域における合意形成を図りつつ、環境に適正に配慮し、地域に貢献する地域共

生型の再生可能エネルギーを推進する動きを見せている。国は 2021 年に地球温暖化対策の推進に関

する法律を改正し、市町村が再生可能エネルギー促進地域や再生可能エネルギー事業に求める環境保

全・地域貢献の取組を自らの計画に位置づけ、適合する事業計画を認定、その過程で事業者に求めら

れる関係法令の許可手続きの多くを不要とする「地域脱炭素化促進事業制度」を新たに設けた（環境

省, 2023）。これにより、ポジティブゾーニングによる再生可能エネルギーの導入拡大を促進したいと

いう意図がある。 

また地方自治体でも再生可能エネルギーによる地域貢献を重視する傾向が強まってきている。例え

ば、風力発電事業が多く計画されている東北地方においては、大規模な開発事業が立案され、開発の

ための森林伐採による自然環境への影響が懸念されるなど、再生可能エネルギー事業と地域との共生

は主要な課題となっている。こうした問題を背景として、宮城県では、一定規模以上の森林開発を伴

う再生可能エネルギー発電事業に対し課税することにより、当該地域での事業実施を抑制するととも

に、適地への誘導を図り、再生可能エネルギー発電事業者と地域が共生する実効ある枠組を構築する

ことを目的とした「再生可能エネルギー地域共生促進税」を導入することとした。この税は法定外普

通税であるため、導入するには総務大臣の同意が必要であったが、2023 年 11 月に同意が得られたこ

とを踏まえ 2024 年 4 月より施行される予定である（宮城県, 2024）。また青森県においても、再生可

能エネルギーの普及と地域・自然との共生を図るため、ゾーニング及び再生可能エネルギーに係る新

税についての条例を 2024 年度中に制定・施行することを目指し検討する旨、知事が表明している（青

森県, 2023）。 
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３．先行研究の動向 

３．１．国際的動向  

受容性に係る研究は、再生可能エネルギーの分野で活発に行われている。それは、地域社会の受容

がエネルギー転換を進める上で極めて重要であり、再生可能エネルギープロジェクトの実施には、地

域の関係者の承認が不可欠であるからである（Wüstenhagen et al., 2007）。例えばイギリスでは、風

力発電に対する社会的支持が高いにもかかわらず、風力発電プロジェクトの 75％が中止されたが、そ

の背景には、地域社会の受け入れ態勢の不備があったことが判明している（Bell et al., 2005）。しかし、

政策立案において地域社会の受容だけに焦点を当てることは十分ではない。発電施設の立地が計画さ

れている地域以外に住む消費者は、エネルギー源の選択における最終的な意思決定者であり、再生可

能エネルギーに対する彼らの態度や行動は、持続可能な未来を築き脱炭素化を達成する上で重要であ

る(Irfan et al., 2020)。また、社会全体の受容(Public acceptance)と発電施設の立地が計画されている

地域における受容(Community acceptance)は異なる可能性があり、Bell et al. (2005)は、風力発電に

対する社会的支持は存在するが、風力発電施設が建設されたときに成功する確率が低い状況を "社会

的ギャップ(Social gap) "と呼んでいると指摘している。 

 

風力発電プロジェクトや風車に対する人々の選好を定量的に評価する研究は世界中で蓄積されて

いる。Caporale and De Lucia (2015)は、風力エネルギーと景観保護のトレードオフに関する一般市民

の態度を理解することを目的として、選択実験アプローチを用いて、南イタリアにおける陸上風力エ

ネルギーの社会的受容を推定し、陸上風力発電所の再開発に対する消費者の意欲、風力発電所と景観

保護のトレードオフ、社会経済的問題、情報の非対称性についての議論を提供した。Boyle et al. （2019）

は、離散選択実験を用いて、米国バージニア州の地域風力発電所のさまざまな特性に対する一般消費

者の選好を検証した。その結果、風力発電を支持する人たちは NIMBY（自分の居住地域の近くには

施設を設置してほしくないとの概念）を示さない一方、風力発電に反対する人は、補償金が支払われ

るとなっても風力発電所の建設に反対し続ける可能性があることが明らかになった。Lee et al. (2020)

は、陸上風力発電施設の環境影響低減に対する韓国国民の態度を、視覚的影響、生態系破壊、騒音公

害という 3 つの具体的属性に焦点を当てて調査した。その結果、回答者の選好にはかなりの多様性が

見られ、視覚的影響と生態系破壊は騒音公害よりも重視されていることが明らかとなった。 Reutter 

et al. (2023)は、ドイツのザクセン州のデータを用いて空間的に明示的なモデルを適用し，生態系など

へのセットバック距離が異なる代替案の社会的コストを調査した。Brennan and van Rensburg  

(2023)は、アンケート調査を通じて、電力系統の安定性に影響を与える間欠性に関するアイルランド

の風力発電開発に対する選好を調査した。その結果、間欠性解決策に関する選好は多様であることが

観察された。 
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また先行研究では、風力発電の受容性が風力発電施設の物理的な影響だけでなく、社会的な要因も

関連することを示すものも増えてきている。le Maitre et al. (2023)は、近隣の風力発電所から得られ

る経済的利益の分配と、意思決定への市民参加のための手続き的措置との間で、市民がどのようなト

レードオフを行うことを望んでいるかを理解するために、アイルランドの市民を対象とした選択型実

験を行った。その結果，受け入れに積極的な市民は，分配的公正と手続き的公正に関連する要因に関

心が高いことが示された。対照的に、受け入れに消極的な市民は、近接性（風車との距離）に関連す

る視覚的影響を比較的重視していることが示唆された。Dugstad et al. (2023)は、場所への愛着が、人

と場所との関係を生み出すことによって、人々の自然地域に対する効用を高めるという概念的枠組み

を提示した。この概念的枠組を検証するために、離散選択実験（DCE）を実施したところ、場所固有

の風力発電プロジェクトの影響を評価する際に場所への愛着が果たす役割が評価された。Hübner et 

al. (2023）は、学際的研究から得られた受容要因を統合受容モデル（IAM）に組み込んだ研究を進め

た。その結果、経済的便益、地方公務員や計画プロセスに対する信頼、社会規範などが、地域の受容

を大きく説明することが示された。 

 

３．２．国内の動向  

日本における風力発電事業の地域受容性に関する研究事例は必ずしも多くない。その中でも比較的

多いのは既存の陸上風力発電施設の周辺地域における受容性の要因を分析したもので、Motosu and 

Maruyama (2016）は、既存の風力発電施設において、最も外側の風車から半径 3km 圏内の住民を対

象とした調査を行い、受容性の要因として「エネルギーに対する考え方」及び風車の景観との適合性

や並び方など「美観」が有意な影響を与えているとした。また既存の風力発電所の稼働には 8 割以上

が賛成しながら、新たな風力発電所の建設についての賛成は 4 割程度へと減少しており、その要因は

「住民の意思表明の機会」と「住民要望に対する事業者の対応」に対する評価が影響していることが

示唆されるとした。また本巣・丸山（2020）は、20MW 以上の風力発電所が立地する自治体の住民を

対象にした調査で、既存の風力発電所に対する賛否は「事業者に対する不快感」や「建設過程の公正

性」といった事業の進め方と相関が見られた一方、自宅と風車との距離との相関は見られなかったと

指摘した。 

梅澤ら（2019）は、秋田県男鹿市の小型風力発電について受容性を調査し、環境影響要因より「地

域社会への利益」や「手続き的公平さ」が重要な要因として挙げられるとした。熊澤（2017）は、風

力発電施設が多数立地している茨城県神栖市において、新たに風力発電施設が建設される場合の住民

の受容を調査し、行政への信頼、地域への利益等のベネフィット認知、風力に対する好イメージ評価

は受容に正の効果があり、リスクが起きる確率の認知は受容に負の効果があるとした。また、自宅か

ら既存の風力発電施設が「見えない」場合にリスク認知がより高くなる傾向が把握されるとした。飯
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田・清水（2022）は、秋田県の着床式洋上風力発電事業に対する地域住民の受容度を説明する重回帰

モデルを導出し、さらにどのような立場の地域住民がどのような因子を重視しているかの傾向を把握

するため、クラスター分析により地域住民の類型化を試みた。その結果、特に風力発電に否定的な住

民は、グローバルな環境問題への意識が低い群と、グローバルな環境問題への意識が高くかつ洋上風

力発電事業に対する関心の高い群に分けられることを明らかにした。 

近年は、再生可能エネルギーに対する人々の選好を表明選好法により定量的に評価する研究も増え

てきた。Nakano et al. (2018)は、再生可能エネルギーに対する市民の選好について東日本と西日本で

比較を行い、東日本における再生可能エネルギーの社会的受容性と支払い意欲(WTP)は、市民の地球

環境に対する強い関心と政策決定への参加意欲に影響される一方、西日本では電力小売市場の自由化

や分散型電源システム開発への支持と関係があることを示した。Keely et al.(2021)は、再生可能エネ

ルギーと非再生可能エネルギー、自然資本と生産資本、再生可能エネルギーポテンシャルに関する空

間データを取り込み、WTP を指標として日本における再生可能エネルギーの社会的受容性に影響を

与える主要因を明らかにした。Iwata et al. (2023)は、洋上風力発電に対する日本人の選好を選択型実

験により調査し、洋上風力発電が気候変動の緩和という点で肯定的に評価されている一方、景観への

影響という点では否定的に評価されていること、また人々の選好に多様性が見られることを示した。 

 

以上述べたとおり、世界的には風力発電に対する人々の選好を選択型実験により定量的に評価する

研究が主流となっている。その大半は風車からの距離など物理的な属性に着目したものであるが、近

年は社会的な要因にも着目して選択型実験を行う研究も現れつつある。またわが国では既存の風力発

電事業について、物理的属性以外の社会的受容性に着目した研究が相当数行われてきており、また再

生可能エネルギーに対する人々の選好を選択型実験などの表明選好法により定量的に評価する研究

も徐々に行われるようになってきた。しかしわが国において陸上風力発電施設に対する住民の選好を

社会的受容性に着目して選択型実験により定量的に評価した事例はまだ存在せず、世界的にも事例は

極めて少ない。 

そこで本研究では、社会的受容性を構成する要素のうち「配分的正義」に着目して、事業主体と地

域貢献活動の違いが風力発電に対する住民の選好にどのような影響を与えるかについて、選択型実験

により定量的に評価・分析することを目的とする。特に風力発電に対する住民の選好については多様

性が存在することが先行研究により示唆されていることを踏まえ、混合ロジットモデル及び潜在クラ

スモデルにより分析を行うことにより、「配分的正義」に関して住民の選好に多様性が存在するか否

か、また存在する場合にはその原因は何かについて解き明かすことを目指す。これによって風力発電

の導入拡大が急務となっている中で、風力発電施設の地域における受容性を高めるための施策につい

て示唆を得ることができれば、学術的にも政策的にも意義が大きいと考える。  
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４．分析手法 

４．１．選択型実験 

本研究では、選択型実験により、陸上風力発電プロジェクトに対する住民の選好を調査した。選択

型実験とは表明選好法の一種であり、アンケート調査を通じて仮想的な市場を創り出し、その中で

人々に仮想的な財を提示し、最も好ましいものを選択してもらうことで人々の選好を明らかにする手

法である(柘植ら, 2011)。これまで、主としてマーケティング分野などで使用されてきたが、近年では

環境分野への適用が進み、エコツアーのような観光レクリエーション分野や、環境の価値推定、環境

政策の評価などに利用されている。 

表明選好法の長所として、市場で取引されることのない非市場財を幅広く評価対象とすることがで

きる点が挙げられる。当然、非市場財には環境も含まれる。アンケート調査の設計次第であるが、現

実ではまだ実施されていない環境政策や、仮想的な環境の質や量の変化を回答者に提示し、その価値

を評価することができる。そのため、柔軟な価値評価が可能となる手法である。 

選択型実験では、財やサービスはいくつかの水準を持つ複数の属性の組み合わせによって仮想的に

表現される。そのため、財やサービスが持つ、複数の属性の価値を同時的に評価することが可能とな

る。属性の中に価格を表すものが含まれていれば、価格属性の係数と他の属性の係数を用いて、限界

支払意思額（Marginal Willingness to Pay: MWTP）4を推定することができる。なお、選択型実験では、

回答者は異なる属性を持つ複数の材のうちから最も好ましい財を一つだけ選択する。この選択手法は、

一般的な市場における消費者の選択行動に似ているため、回答者の回答に係る負担が小さいと考えら

れている(柘植ら, 2011)。 

本研究の選択型実験では、回答者に提示する仮想の陸上風力発電プロジェクトを表現するため、「施

設の事業主体」「二酸化炭素削減効果」「地域貢献活動」「脱炭素協力金（円/月・世帯）」の 4 つの

属性を用いる。「施設の事業主体」とは、風力発電施設の建設を計画し、発電事業を実施するための

手続きを進めようとする事業者のことである。この属性は、地域外の民間企業、自治体、地域の関係

者の 3 つの水準を持つ。「二酸化炭素削減効果」とは、風力発電事業の実施による二酸化炭素排出量

の削減を意味し、風力発電施設により発電される電力が一般家庭何世帯分に相当するかにより示され

る。具体的には、一般家庭約 1 万世帯分、一般家庭約 5 万世帯分、一般家庭約 10 万世帯分の 3 水準

を採用する。「地域貢献活動」とは、事業者によって実施される、風車建設地域の社会課題の解決に

貢献するための活動のことを指す。本実験では、特になし、資金の提供、人材・知見の提供の 3 水準

を用いる。最後に、「脱炭素協力金」は、二酸化炭素排出量実質ゼロ（カーボンニュートラル）を推

進・実現するため、各世帯に対して電気料金とは別に発生する支払と設定した。200 円/月・世帯、400

 

4 財やサービスの属性の限界的な変化に対する支払意思額のことを指す。 
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円/月・世帯、600 円/月・世帯、800 円/月・世帯、1,000 円/月・世帯の 5 水準を採用した。表１に属性

と水準の組合せ及びその定義を示す。 

 

表１ 選択型実験で使用した属性と水準及びその定義. 

 

 

選択型実験で使用する選択セットの作成には Ngene ソフトウェアを使用し(ChoiceMetrics, 2018)、D

効率性5を考慮して重複のない 24 種類の選択セットを生成した。本研究では、24 種類の選択セットを

４バージョンに均等に分割し、回答者を４つのバージョンのいずれかにランダムに割り当てた。した

がって、各回答者は合計６回の選択を実施する。回答者には、２種類の仮想的な陸上風力発電施設と

選択拒否（風力発電施設を建設しない）の３つの選択肢を提示した。ただし、脱炭素協力金について

は、仮に風力発電施設が建設されなかったとしても徴収される金額として設定し、選択拒否の選択肢

 
5 D 効率性を考慮した選択セットは，分散共分散行列の行列式を最小化することで推定パラメータの分散を最小化し，

効率的な選択セットのデザインとなる（なお技術的詳細については Huber and Zwerina (1996)を参照されたい）． 
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においては一律に 400 円/月・世帯を負担するものとして提示した。表２に本研究における選択型実験

の設問例を示す。 

表２ 本研究における選択型実験の設問例 

属性 オプション 1 オプション 2 オプション 3 

施設の事業主体 地域外の民間企業 自治体 

建設しない 二酸化炭素削減効果 一般家庭約 10 万世帯分 一般家庭約 10 万世帯分 

地域貢献活動 資金の提供 人材・知見の提供 

脱炭素協力金 200 円/月・世帯 1000 円/月・世帯 400 円/月・世帯 

最も好ましいもの１つを選択 □ □ □ 

 

４．２．推定モデル 

本節では、選択型実験によって得られた選択データの分析手法について議論する。本研究では、混

合ロジットモデルおよび潜在クラスモデルによって回答者の選択行動を分析する。まず、混合ロジッ

トモデルとは、個人間での選好の異質性（多様性）を仮定したモデルである。そのため、現実におけ

る人々の多様な選好を反映させることのできるモデルであるとみなすことができる(McFadden and 

Train, 2000; Train, 2009)。推定では、ランダム効用モデルにより個人の離散選択行動を表現できるもの

と仮定する。個人の選択にもとづき、個人𝑛の間接効用𝑈𝑛𝑗𝑡は以下のように定義される。 

 

𝑈𝑛𝑗𝑡 = 𝑉𝑛𝑗𝑡 + 𝜀𝑛𝑗𝑡 = 𝛽𝑛
′ 𝑥𝑛𝑗𝑡 + 𝜀𝑛𝑗𝑡 (1)  

 

ここで、𝑉𝑛𝑗𝑡はランダム効用のうち観測可能な効用値であり、𝛽𝑛
′ は個人𝑛の効用パラメータである。𝜀𝑛𝑗𝑡

は独立かつ同一の第一種極値分布に従う、時間方向に独立な誤差項である。また、𝑛 ∈ (1, 2, … , 𝑁), 𝑗 ∈

(1, 2, … , 𝐽), 𝑡 ∈ (1,2, … , 𝑇)は、それぞれ個人、選択型実験における 1 回の選択における代替案、選択機

会を表すインデックスとする。回答者𝑛が、選択セット𝐶 = {1, 2, … , 𝐽}からある選択肢𝑖を選択する確率

は、選択肢𝑖を選択機会𝑡において選択したときの効用がその他の選択肢を選択したときの効用よりも

高くなる確率で表すことができる。 

 

𝑃𝑛𝑗𝑡 = 𝑃(𝑈𝑛𝑖𝑡 > 𝑈𝑛𝑘𝑡) = 𝑃(𝜀𝑛𝑘𝑡 − 𝜀𝑛𝑖𝑡 < 𝑉𝑛𝑘𝑡 − 𝑉𝑛𝑖𝑡) ∀ 𝑘 ≠ 𝑖 (2)  
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ここで、誤差項𝜀𝑛𝑘𝑡 , 𝜀𝑛𝑗𝑡が第一種極値分布に従い、また時間方向に独立であることから、誤差項の差

はロジスティック分布に従う。そのため、回答者が選択肢𝑖を選択する確率は、条件付きロジットモデ

ルとして以下の式のように表される(Train, 2009)。 

 

𝑃𝑛𝑖𝑡(𝛽) =
exp (𝛽′𝑥𝑛𝑖𝑡)

∑ exp (𝛽′𝑥𝑛𝑗𝑡)𝑗
 (3)  

 

しかし、条件付きロジットモデルは効用パラメータがすべての個人の間で同一であると仮定を置い

ている。言い換えると、このモデルでは、すべての個人がまったく同じ選好（好み）を持つことを考

えている。これは非現実的な仮定である。そこで、本研究では、各個人の多様な選好を評価できる混

合ロジットモデルを用いる。混合ロジット確率は、個人𝑛の選好パラメータ𝛽𝑛が未知であるため、式

(3)で表される条件付きロジット確率を𝛽の分布で積分することにより求められる。すなわち、パラメ

ータ𝜃を持つ𝛽の確率密度分布𝑔(𝛽|𝜃)を用いて以下のように表現される。 

 

𝑃𝑛𝑖(𝜃) = ∫ ∏ [
exp(𝛽′𝑥𝑛𝑖𝑡)

∑ exp(𝛽′𝑥𝑛𝑗𝑡)𝑗

] 𝑔(𝛽|𝜃)𝑑𝛽

𝑇

𝑡=1

 (4)  

  

しかし、この積分計算を代数的に実施することは難しい。そこで、以下のステップに従うシミュレ

ーションにより、パラメータの推定を実施する。 

 

1. 𝑓(𝛽)より𝛽を R 回生成し、r 回目の生成された𝛽を𝛽𝑟とする6。 

2. 生成された𝛽を式(2)に代入し、R 個の選択確率を得る。 

3. 以下の式(4)に基づき、𝑃𝑛𝑖の不偏推定量𝑆𝑃𝑛𝑖を計算する。 

 

𝑆𝑃𝑛𝑖 =
∑ 𝑃𝑛𝑖(𝛽𝑟)𝑟

𝑅
 (5)  

 

 

6 このステップにおいて、大量の乱数を用いた計算を繰り返し実施する必要がある．効率的な実施のた

め、本研究では疑似乱数ハルトンドローを用いた．技術的詳細については、Train(2009)を参照された

い． 
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得られた不偏推定量𝑆𝑃𝑛𝑖を用いて、シミュレーションによって得られた対数尤度関数（simulated log 

likelihood: SLL）は、個人𝑛が選択肢𝑖を選択したときに１となるダミー変数𝑑𝑛𝑖を用いて以下のように

表される。 

 

𝑆𝐿𝐿(𝜃) = ∑ ∑ 𝑑𝑛𝑖

𝑖

ln𝑆𝑃𝑛𝑖

𝑛

(𝜃) (6)  

 

一方、潜在クラスモデルでは、選好パラメータ𝛽が𝐶個の離散的な値を取ると仮定する。すなわち、

選好のばらつきが、混合ロジットモデルのように連続的ではなく、離散的、いくつかのクラスによっ

て表現される。選好パラメータは𝑏1, 𝑏2, … , 𝑏𝐶のように表される。潜在クラスモデルを用いることで、

人々をその選好に基づいていくつかのクラス（グループ）に分けることができ、選好の多様性を分析

することができる。ここで、𝛽 = 𝑏𝑐、すなわち、個人𝑛がクラス𝑐に所属しているとすると、選択確率

は以下の式(7)によって表現される。ただし、𝑑𝑛𝑖は個人𝑛が選択肢𝑖を選択したときに 1 となるダミー

変数とする。 

 

𝑃𝑛(𝑏𝑐) = ∏ ∏ [
exp(𝑏𝑐𝑥𝑛𝑖)

∑ exp(𝑏𝑐𝑥𝑛𝑗)𝑗

]

𝐽

𝑖=1

𝑇

𝑡=1

𝑑𝑛𝑖

 (7)  

 

また、人々が各クラスに所属する確率𝜋𝑛𝑐を、多項ロジットモデルと同様の手法で推定することで、

選好の多様性を生み出す原因を検討することができる。確率𝜋𝑛𝑐は、選好の多様性の原因とされる変数

𝑍𝑛およびパラメータ𝜃（ただし、𝜃 = (𝜃1, 𝜃2, … , 𝜃𝐶−1)）を用いたメンバーシップモデルにより、式(8)の

ように推定される。ただし、推定においては識別のため、あるクラス𝜃𝐶を基準点としてパラメータを

ゼロとする正規化が必要である。 

 

𝜋𝑛𝑐(𝜃) =
exp(𝑍𝑛𝜃𝑐)

1 + ∑ exp(𝑍𝑛𝜃𝑘)𝐶−1
𝑘

 (8)  

 

以上の式(6)、(7)を用いて、潜在クラスモデルの対数尤度関数（log likelihood: LL）は以下のように

表現される。 
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𝐿𝐿(𝑏, 𝜃) = ∑ ln ∑ 𝜋𝑛𝑐(𝜃)𝑃𝑛(𝑏𝑐)

𝐶

𝑐=1

𝑁

𝑛=1

 (9)  

 

潜在クラスモデルの推定には、EM アルゴリズムを用いた。EM アルゴリズムは、各パラメータを個

別に推定し、推定したいパラメータ（ここでは𝑏と𝜃）を更新する作業を繰り返すことで最尤推定量を

得る手法である(Train, 2009, Chapter 14)。一般的に、潜在クラスモデルのようにパラメータの数が多く

なる場合や、対数尤度関数の形状が大域的に二次の形式でなくいびつな形状をしている場合には、対

数尤度を数値的に最大化することが困難になることが知られている。このような場合には、EM アル

ゴリズムを用いて対数尤度を最大化し、最尤推定量を得る。 

EM アルゴリズムの具体的な手順は以下の通り。まず、各個人がどのクラスに所属するかが不明で

あるため、ℎ𝑛𝑐を回答者𝑛の選択データのもとで回答者𝑛がクラス𝑐に所属する条件付き確率として、式

(10)のような期待対数尤度関数を考える。 

 

𝐸[𝐿𝐿(𝑏, 𝜃)] = ∑ ∑ ℎ𝑛𝑐 ln[𝜋𝑛𝑐(𝜃)𝑃𝑛(𝑏𝑐)]

𝐶

𝑐=1

𝑁

𝑛=1

 (10)  

 

また、ℎ𝑛𝑐はベイズの定理より、ℎ𝑛𝑐 = 𝜋𝑛𝑐(𝜃)𝑃𝑛(𝑏𝑐)/ ∑ 𝜋𝑛𝑙(𝜃)𝑃𝑛(𝑏𝑐)𝐶
𝑙=1 と表される。EM アルゴリズ

ムでは、回答者があるクラスに所属する確率ℎ𝑛𝑐を用いて式(10)で表される期待対数尤度を計算する

（Ｅステップ）。次にℎ𝑛𝑐を所与として期待対数尤度を最大化する（Ｍステップ）。そして、推定され

たパラメータ（𝑏および𝜃）とℎ𝑛𝑐を用いてℎ𝑛𝑐を更新する。これらをパラメータが収束するまで反復す

ることにより、推定値を得る。 

最後に、得られた選好パラメータを用いて、属性𝑖の限界的な変化に対する個人𝑛の限界支払意思額

𝑀𝑊𝑇𝑃𝑛𝑖を式(11)により計算する。 

 

𝑀𝑊𝑇𝑃𝑛𝑖 = −
𝛽𝑛𝑖

𝛽𝑛,𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒
 (11)  
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５．調査結果と分析 

５．１．アンケート調査の実施 

本研究の調査は、2023 年 12 月 1 日から 12 月 5 日にかけて、民間調査会社である株式会社マイボ

イスコムのウェブ調査モニターを利用してオンラインにより実施した。調査対象地域は、風力発電の

適地が他の地域と比べ多いとされる東北電力管内の 7 県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、

福島県、新潟県）と九州電力管内の 7 県（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児

島県）の合計 14 県である。各県内では現に風力発電施設が立地している地域に限定せず、県内全域

を調査対象とした。各県より 144 名（男女各 72 名）の参加者を募り、合計 2,016 名から回答を得た。 

年代別の回答者の割合（全体及び男女別）を図４に示す。年代別では 60 代が最も多く全体の 28.3%、

次いで 50 代が 25.6％であった。また女性と比べ男性回答者の年齢層が高い傾向が見られた。 

 

 

 

 

  

図４ 年代別の回答者の割合 

（人） （人） 
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５．２．アンケート調査の集計結果 

本項では、アンケート調査の単純集計結果のうち、主要なものについて紹介する。 

 

（1）促進すべきと考えるエネルギー源 

設問の問 2 では、今後日本で促進される可能性のあるエネルギー源のそれぞれについて促進すべき

か否かを尋ねた（図５）。全般的に再生可能エネルギーについては、「絶対に促進すべき」「促進しても

良い」の合計が概ね全体の 3 分の 2 ないしそれ以上を示す一方、火力発電では両者の合計が 32.9％、

原子力発電では 25.2％に留まっている。ただし、風力発電は他の再生可能エネルギーより「絶対に促

進すべき」「促進しても良い」の合計が若干低めの比率になっており、特に陸上風力発電は両者の合計

が 65.6%と、再生可能エネルギーの中では唯一全体の 3 分の 2 を切っている。 

 

 

 

 

（2）「ゼロカーボンシティ宣言」「脱炭素先行地域」の認知度 

2050 年カーボンニュートラルを現実のものにするには、地域で活用可能な再生可能エネルギー資

源を徹底的に利用していくことが不可欠であるが、そのような認識が地域住民に共有されていないこ

とが再生可能ネルギーの社会的受容性が高くならない要因ではないかと考えられる。そのような仮説

を踏まえ、設問の問 4・問 5 では、自治体自体の脱炭素に向けた取組の例として「ゼロカーボンシテ

ィ宣言」「脱炭素先行地域」を取り上げ、回答者が居住する市町村が「ゼロカーボンシティ宣言」をし

ているか否か、「脱炭素先行地域」として指定されているか否かについて知っているかどうかを尋ね

た（図６）。 

（％） 

図５ 促進すべきと考えるエネルギー源 
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回答を見ると、ゼロカーボンシティ宣言をしているか否かの認知度は 19.1% 、脱炭素先行地域と

して指定されているか否かの認知度は 10.5％に留まっており、このような自治体の脱炭素に向けた取

組の必要性について、より認知度を上げていくような取組が必要と思われる。 

 

 

 

（3）居住市町村が脱炭素の取組を推進することについての意向 

設問の問 6 では、回答者が居住する市町村が再生可能エネルギーの導入や省エネルギーの取組を積

極的に推進することについての意見を尋ねた（図７）。回答を見ると、「推進すべき」が 27.6%、「どち

らかといえば推進すべき」との合計ではほぼ 7 割が推進に肯定的であった。一方、「反対」「どちらか

といえば反対」との回答は、両者の合計でも 3.7%止まりであった。 

 

 

 

図６ 居住市町村が「ゼロカーボンシティ宣言」「脱炭素先行地域」か否かについての認知度 

（％） 

図７ 居住市町村が再エネの導入・省エネの取組を推進することについての意向 
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（4）風力発電に対する期待と懸念 

設問の問９では風力発電に対して期待することとして６つの項目を示し、それぞれについてどの程

度期待しているかについて尋ねた（図８）。回答を見ると、「とても期待する」項目としては「輸入に

頼らないエネルギー源」が 27.5％で最も多く、次いで「気候変動対策」が 18.7%、「非常時における

優先的な電力供給」が 17.3%となっている。一方「全く期待できない」項目としては「新たな景観の

創出」が 22.0%、「新たな観光資源の創出」が 19.2%と、他の 4 項目が 10％以下であることに比べ突

出しており、エネルギーや環境問題以外の項目への期待は相対的に低いと言える。 

 

 

 

また設問の問 10 では風力発電に対し懸念されることとして 6 つの項目を示し、それぞれについて

どの程度心配しているかについて尋ねた（図９）。回答を見ると、「とても心配している」項目として

は「自然災害に対する耐久性、倒壊などの事故」が 25.0%、次いで「騒音・振動・低周波などによる

健康被害」が 24.4%、「鳥類などの動植物、生態系への悪影響」が 18.0%、「既存の景観の損失」が 16.5%

となっている。一方「全く心配ではない」項目としては「観光業・林業など地域産業への悪影響」が

9.6%、「既存の景観の損失」が 9.1%と、他の項目が 6%以下であることに比べ相対的に多い。「既存の

景観の損失」が「とても心配している」「全く心配していない」とも上位であることに対し、「電力供

給の不安定化」がいずれも下位となっているのは、回答者にとって景観の損失がイメージしやすい一

方、電力供給の不安定化がイメージしにくいことが原因ではないかと思われる。 

図 8 風力発電に対する期待 

（％） 
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（5）居住市町村が風力発電建設計画を「積極的に支援する」と表明した場合の賛否 

設問の問 12 では、仮に回答者が居住する市町村が地域外の民間企業による風力発電施設の建設計

画に対し「積極的に支援する」と表明した場合の賛否について尋ねた（図 10）。回答を見ると、「賛同

する」「どちらかといえば賛同する」の合計が 39.8%である一方、「どちらかともいえない」が 35.9%、

「どちらかといえば賛同しない」「賛同しない」の合計が 24.3%となっており、行政が風力発電施設

の建設計画への積極的支援を表明しても、住民は必ずしも賛同するわけではないことが示された。 

 

 

 

 

 

図９ 風力発電に対する懸念 

（％） 

（％） 

図 10 居住市町村が風力発電建設計画を「積極的に支援する」と表明した場合の賛否 
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５．３．選択型実験の分析結果 

本節では、条件付きロジットモデルと混合ロジットモデル、潜在クラスロジットモデルによる推定

結果を示す。すべての推定には統計ソフト Stata18 を用いた。変数としては、脱炭素協力金（＊100 円

/月・世帯）、ASC（選択肢固有定数<Alternative Specific Constant>；風力発電施設を建設する選択肢

を選んだときに０、「建設計画なし」を選択したときに１をとるダミー変数）、事業主体ダミー（地域

外の民間企業を基準（０）として、自治体ダミー、地域の関係者ダミーの２つ）、二酸化炭素削減効果

（一般家庭＊万世帯分）、地域貢献活動ダミー（活動なしを基準（０）として、資金の提供ダミー、人

材・知見の提供ダミーの２つ）を採用した。 

 

（1）条件付きロジットモデルによる推定 

条件付きロジットモデルを用いた推定結果を表３に示す。 

各属性（説明変数）の

係数を見ると、ASC と

地域貢献活動の資金の

提供ダミーが統計的に

有意ではなく、他の係

数は 1％水準で統計的

に有意である。脱炭素

協力金に関する係数推

定 値 は 負 記 号 であ る

が、これは協力金の額

が上昇するに連れて効

用が低下することを意

味しており、直感にも合致する。また事業主体の自治体ダミー・地域の関係者ダミー、二酸化炭素削

減効果、地域貢献活動の人材・知見提供ダミーは正記号であった。これは、事業主体についてみると

地域外の民間企業である場合と比べ自治体あるいは地域の関係者である場合は効用が高く、また二酸

化炭素削減効果が大きいほど効用が高くなることを意味しており、先行研究や本研究における仮説に

も合致している。 

一方 ASC が統計的に有意でなかったということは、風力発電施設を建設する計画の選択肢が建設

しない計画の選択肢より効用が高い訳では無いということになる。また地域貢献活動については、人

材・資金の提供をする活動は「活動なし」に比べ効用が高いといえるが、資金の提供を行う活動は「活

動なし」に比べ効用が高い訳では無いということになり、これは本研究における仮説が一部覆された

表３ 条件付きロジットモデル推計結果 
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表４ 地域別の条件付きロジットモデル推計結果 

ことになる。 

続いて、同じデータセットを東北電力管内７県（以下「東北 7 県」と略す）と九州電力管内７県（以

下「九州 7 県」と略す）の地域別に層別化して上記モデルで推定を行った（表４）。これを見ると、各

属性の係数の符号条件やその大きさおよび有意水準において、地域による差異を確認することはでき

なかった。 

 

 

 

（2）混合ロジットモデルによる推定 

次に選好の多様性が存在するか否かを検証するため、混合ロジットモデルによる推定を行う。混合

ロジットモデルの推定では、脱炭素協力金（コスト）は固定パラメータとし、それ以外のすべてのパ

ラメータについては正規分布に従うランダムパラメータと仮定して推定を行った。混合ロジットモデ

ルによって得られた推定結果を表５に、限界支払意思額(MWTP)の推定結果を表６に示す。 

平均値のパラメータを見ると、二酸化炭素削減効果については 10%水準で有意、ASC については

5%水準で有意であり、その他の係数はすべて 1%水準で有意となっている。注目されるのは、条件付

きロジットモデルによる推定では 1％水準で有意であった二酸化炭素削減効果の統計的な有意度が

10％水準まで低下していることである。これは、条件付きロジットモデルによる推定における係数の

値がもともとかなり低い一方で、標準偏差パラメータについては二酸化炭素削減効果の係数が 1%
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表５ 混合ロジットモデル推定結果（全体及び地域別） 

表６ 混合ロジットモデルによる限界支払意思額(MWTP)の推定結果 水準で有意であり、多様性

が顕著であることから考え

ると、条件付きロジットモ

デルによる推定の制約上、

統計的有意度が強く出てし

まったに過ぎないのではな

いかと思われる。 

また、限界支払意思額(MWTP)については、事業主体（自治体）ダミーが 232.53 円（事業主体と

して自治体を選んだ場合に、地域外の民間企業を選んだ場合と比べ 232.53 円多く支払う意思を示す）、

事業主体（地域の関係者）ダミーが 203.39 円（事業主体として地域の関係者を選んだ場合に、地域外

の民間企業を選んだ場合と比べ 203.39 円多く支払う意思を示す）、二酸化炭素削減効果が 6.40 円（風

力発電施設の建設によって一般家庭１万世帯分の電力が発電され、二酸化炭素の排出が削減されるご

とに 6.40 円多く支払う意思を示す）、地域貢献活動（資金の提供）ダミーが 79.55 円（風力発電の事

業主体により、地域に対し社会課題解決のための活動に必要な資金が提供される場合に、活動なしの

場合と比べ 79.55 円多く支払う意思を示す）、地域貢献活動（人材・知見の提供）ダミーが 79.20 円

（風力発電の事業主体により、地域に対し社会課題解決のための活動に必要な人材・知見が提供され

る場合に、活動なしの場合と比べ 79.20 円多く支払う意思を示す）という結果であった。 
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MWTP に関しては、事業主体

の 2 つのダミーの MWTP が高

く、次いで地域貢献活動の 2 つの

ダミーがほぼ同水準であるのに

対 し 、 二 酸 化 炭 素 削 減効 果 の

MWTP が他の変数に比べ小さい

値となっていることが注目され

る。これは標準偏差パラメータの

推定結果において二酸化炭素削

減効果の係数が 1%水準で有意で

あったことを併せて考えると、二酸化炭素削減効果をポジティブに評価する人と、ネガティブに評価

する人が多様に存在していると推察できる。そこで二酸化炭素排出削減効果について正の値の

MWTP を持つ回答者と負の値の MWTP を持つ回答者に分け、選択型実験で（風力発電施設を）「建

設しない」との選択肢を選んだ割合を比較すると、正の値の MWTP を持つ回答者(N=1,323)では全

ての回答のうち 5.8%であったのに対し、負の値の MWTP を持つ回答者(N=693)では全ての回答の

うち 74.4%と明らかに高かった（表７）。このことから、回答者の二酸化炭素削減効果についての評

価は風力発電施設建設計画に対する態度と極めて関係が深いのではないかと考えられる。 

さらに標準偏差パラメータの推定結果を見ると、ほとんどが 1%水準で有意となっている中で、事

業主体の「地域の関係者ダミー」は統計的に有意ではない。これは、事業主体について「地域の関係

者」を選好することについては多様性の存在を確認できないということである。一方、事業主体とし

ての「自治体」についての評価においては選好の多様性が認められたが、両者に違いが生じる原因に

ついては直ちに推察できないことから、今後原因を探る必要があるだろう。 

なお、東北 7 県と九州 7 県の地域別で推定結果を比較すると、平均値パラメータのうち、ASC につ

いては東北 7 県では 5％水準で有意となっているが、九州 7 県では統計的に有意ではない。一方、二

酸化炭素削減効果については、東北 7 県では統計的に有意ではないが、九州 7 県では 5%水準で有意

となっており、注目すべき点といえる。また標準偏差パラメータについては、両者に大きな違いは認

められなかった。 

 

（3）潜在クラスモデルによる推定 

混合ロジットモデルを用いた分析により、多くの変数について選好の多様性が存在することが明ら

かになった。このことを踏まえ、潜在クラスモデルを用いて選好の多様性が生じる要因を分析したい。 

表７ 選択型実験における選択肢ごとの総回答数及び比率 

（CO2削減効果へのMWTPの値による違い) 
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メンバーシップ関数7の説明変数として、性別、年齢、地域別（東北 7 県/九州 7 県）といった属性

とともに、選択型実験の前に行った環境・エネルギー問題やそれらと地域社会との関係についての意

向等を尋ねるアンケート調査の回答を用いた。アンケート調査の回答を基にした説明変数については、

以下のとおり作成した。 

・ 脱炭素先行地域の認知：問 5（回答者の居住市町村が「脱炭素先行地域」に指定されているか否

かについての認知）に対し、「知っている」を選択した場合は１、「知らない」を選択した場合

は０を付与。 

・ 居住市町村の脱炭素推進への賛意：問６（回答者の居住市町村が再エネ導入・省エネの取組を

積極的に推進することについての賛意）への５段階リッカート尺度での回答に対し、「推進すべ

き」を選択した場合は５を、以下順次付与する数を減少させ、「反対」を選択した場合には１を

付与。 

・ 居住地からの風車視認：問７（回答者の居住地から稼働中の風車が見えるか否か）に対し、「見

える」を選択した場合は１、「見えない」を選択した場合は０を付与。 

・ 風車の風切り音経験：問８（回答者が風車の風切り音を聞いたことがあるか否か）に対し、「聞

いたことがある」を選択した場合は１、「聞いたことがない」を選択した場合は０を付与。 

・ 風力発電への期待：問９（回答者が風力発電に対し「気候変動対策」「（輸入に頼らない）エネ

ルギー源」「（雇用の増加や税収増など）地域経済への貢献」「新たな観光資源の創出」「新たな

景観の創出」「（非常時における）優先的な電力供給」の各項目についての期待）への５段階リ

ッカート尺度での回答に対し、「とても期待する」「少し期待する」を選択した場合は１を、そ

の他を選択した場合は０を付与。 

・ 風力発電への懸念：問 10（風力発電施設が回答者の居住地の近くに建設される場合に「（騒音・

振動・低周波などによる）健康被害」「既存の景観の損失」「（鳥類などの動植物、）生態系への

影響」「（観光業・林業など）地域産業への悪影響」「自然災害（に対する耐久性、倒壊などの事

故）」「電力供給の不安定化」の各項目についての懸念）への５段階リッカート尺度での回答に

対し、「とても心配である」「少し心配である」を選択した場合は１を、その他を選択した場合

は 0 を付与。 

・ 居住地域との関係：問３（回答者が居住地域に関し「今住んでいる地域が好きである」「地域の

自然と触れ合う機会が多い」「地域の自治体を信頼している」「今後も今住んでいる地域に住み

 

7 回答者が所属するクラスを分類する関数。分類に用いられる説明変数は個人の社会的属性や意識・考

え方も含める。各クラスの構成要因をメンバーシップ関数として把握することを通じ、選好の多様性

が生じる原因を分析することが可能となる。 
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続けたい」のそれぞれの事柄についてどれだけ当てはまるか）への５段階リッカート尺度での

回答に対し、「当てはまる」を選択した場合は５を、以下順次付与する数を減少させ、「当ては

まらない」を選択した場合は１を付与。 

 

潜在クラスモデルの推定にあたっては、先見的にクラス数を決定することはできないため、本研究

ではクラス数を２と設定して推定を行った。まず効用関数の推定結果を表８に示す。 

ASC に注目すると、クラス１は ASC が負記号であるのに対し、クラス２は正記号である。このこ

とから、クラス１は風力発電建設計画のある選択肢を選択した場合に高い効用を得ること、クラス２

は風力発電建設計画なしの選択肢を選択した場合に高い効用を得ることがわかる。したがって、クラ

ス１は風力発電に肯定的なグループ、クラス２は風力発電に否定的なグループと言い換えることが可

能である。 

 

 

 

その上でクラス１とクラス２を比較すると、特に顕著な違いは、クラス１が事業主体の自治体ダミ

ー及び地域の関係者ダミー、二酸化炭素削減効果、地域貢献活動の資金の提供ダミー及び人材・知見

の提供ダミーのいずれも１%水準で有意であるのに対し、クラス２は二酸化炭素削減効果、地域貢献

活動の資金の提供ダミー及び人材・知見の提供ダミーのいずれも統計的に有意ではなかった点である。 

この推定結果からは、風力発電に肯定的なグループは、事業主体や二酸化炭素削減効果、地域貢献

活動によって効用が変化しやすいが、風力発電に否定的なグループは、特に二酸化炭素削減効果の大

きさや地域貢献活動の有無によっても効用が左右されにくい（あるいはこれらによる効用への影響に

ついて多様な考え方を有している）と考えられる。 

次にメンバーシップ関数の推定結果について確認する。クラス１には全体の 75.8%の人が、クラス

２には 24.2%の人が所属する。クラス２を基準とした場合のクラス１の推定結果を表９に示す。これ

表８ 潜在クラスモデルによる効用関数の推計結果 
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を見ると、年齢、居住市町村の

脱炭素推進への賛意、風力発電

への期待（気候変動対策及び非

常時における優先的な電力供

給）、風力発電への懸念（既存

の景観の損失）が１%水準で有

意となった。年齢については低

いほどクラス１に所属する確

率が高くなり、また居住市町村

が脱炭素の取組を積極的に推

進すべきと考える人、風力発電

について特に気候変動対策や

非常時における優先的な電力

供給の観点から期待する人は

クラス１に所属する確率が高

くなる。逆に既存の景観の損失

を懸念する人はクラス２に所

属する確率が高くなるといえ

る。 

一方、性別、地域別、脱炭素

先行地域の認知、居住地からの

風車視認、風車の風切り音経

験、風力発電への期待（地域経

済への貢献）、風力発電への懸

念（鳥類などの動植物・生態系への影響、自然災害に対する耐久性・倒壊などの事故、電力供給の不

安定化）、地域との関係（自然と触れ合う機会の多さ、自治体への信頼、今後も住み続けたい）につい

ては統計的に有意ではなかった。特に居住市町村が脱炭素先行地域に指定されているか否かの認知度、

風車の視認や風切り音経験、地域との関係の深さについては風力発電への肯定度に影響を与えている

のではないかと考えていたが、今回のメンバーシップ関数の推定結果からは仮説を裏付けることはで

きなかった。また、風力発電について懸念される項目として他の項目より多くの人が挙げている「自

然災害に対する耐久性・倒壊などの事故」「鳥類などの動植物・生態系への影響」についても、風力発

電への肯定度への影響を確認することができなかった。  

表９ 潜在クラスモデルによるメンバーシップ関数の推計結果 
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６．考察と結論 

本研究では、陸上風力発電施設の社会的受容性を高める要因として、事業主体と地域との関わりに着

目し、事業主体が地域外の民間企業である場合よりも自治体や地域の関係者である場合に人々の効用が

高まる、また事業主体が地域貢献活動を行う場合には効用が高まる、との仮説を立て、それを選択型実

験により検証することを目指した。その結果については以下のとおり要約される。 

事業主体については、地域外の民間企業である場合と比べ、自治体あるいは地域の関係者である場合

を人々は選好することが確認でき、仮説を検証することができた。また選好の多様性については、事業

主体として地域の関係者を選好する場合には多様性が確認できず、事業体が自治体である場合に選好の

多様性が確認できたこととは対象的な結果となった。 

地域貢献活動についても、実施しない場合に比べると効用が高くなることが確認できた。しかし「資

金の提供」として実施する場合には、混合ロジットモデルによる推定では統計的に有意な水準で効用が

高くなることが確認できたが、条件付きロジットモデルによる推定では統計的に有意な水準で効用が高

くなることは確認できず、若干不安定な結果となった。 

また多くの属性で選好の多様性が確認できたことから、その要因を探るべく潜在クラスモデルによる

２クラスでの推定を行ったところ、全体の４分の３が属する風力発電に肯定的なグループと、残る４分

の１が属する風力発電に否定的なグループとに分けることができた。このうち風力発電に否定的なグル

ープについては、地域貢献活動の実施や風力発電計画の二酸化炭素削減効果の大きさが必ずしも効用を

高くすることに結びつかないことが確認できた。 

以上の結果から陸上風力発電施設の社会的受容性を高めるための施策をどのように展開していくべ

きか考察を試みる。まず事業主体については、地域外の民間企業よりも自治体や地域の関係者である場

合に社会的受容性が高まることが確認できたとしても、現実には採算性の観点などから風力発電事業が

大規模化しており、技術的能力という点で自治体や地域の関係者が単独で事業主体となることは困難で

はないかと思われる。そのため、民間企業の風力発電事業に自治体や地域の関係者が協力していくか、

逆に地域外の民間企業の協力を得て自治体や地域の関係者が風力発電事業を運営していく、といった形

態がとりやすくするような施策の展開を検討することが現実的であるだろう。 

しかしながら、今回のアンケート調査（問 12）において、地域外の民間企業による風力発電施設の建

設計画に対し自治体が「積極的に支援する」と表明した場合の自治体への賛意について尋ねたところ、

「賛同する」「どちらかといえば賛同する」との回答は全体の 4 割に過ぎなかったことから、自治体や

地域の関係者の「協力」ということでは、社会的受容性を高めるまでには至らないことが懸念される。

一方で自治体や地域の関係者が主体的に事業に関与する場合には、（地域外の民間企業の協力を得ると

しても）事業を円滑に運営する能力を有しているかが鍵となる。その際には自治体や地域の関係者が主

体的に事業を運営していくという確固たる意志と、事業運営者に対する手厚い支援体制の整備が必要で
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はないかと推察する。 

また地域貢献活動については、事業主体の違いほどには社会的受容性を高めるわけではないが、一定

の効果を確認することができた。しかしながら今回の選択型実験では、単に「（地域貢献活動を）実施し

ない」「資金の提供」「人材・知見の提供」の３つの選択肢しか提示しておらず、回答者が地域貢献活動

によって地域にもたらされるメリットを実感した上で回答している訳ではない。地域貢献活動は、実際

には「資金の提供」と「人材・知見の提供」が組み合わさって行われるケースが多く、また資金提供の

金額や人材・知見の提供内容がどのようなものかが具体的に示されることによって、効用をより高く感

じるようになることが容易に想定される。そのため、風力発電事業を行う際に地域貢献活動を併せて実

施することを行政側が積極的に求めることも検討の対象にすべきではないかと考える。ただし、本研究

により地域貢献活動の実施が受容性の向上につながらない層が一定の割合で存在することが確認でき

たことから、そのような層へのアプローチについては別途考えなければならないことも十分認識すべき

であろう。 

なお、本文中においても触れたとおり、二酸化炭素削減効果については効用をポジティブに評価する

人のみではなく、ほとんど評価の対象にしない人、さらにはネガティブに評価する人などが多様に存在

していることが推察された。この原因については、グローバルな効用である二酸化炭素の削減に関して

は、無関心、あるいは否定的に捉える人が相当数存在するということが考えられる。しかし今回の選択

型実験では、二酸化炭素削減効果について通常用いられる「＊トン CO2」といった単位を使わず、回答

者がイメージしやすいよう「一般家庭約＊万世帯分の電力」という形で提示したが、それが逆に回答者

にミスコミュニケーションを招いた可能性が考えられる。この点については、今後さらに原因を追求し

ていく必要がある。 

また、本研究では地域による受容性の要因の違いを確認したいと考えていたが、東北地方と九州地方

での違いについて明確にすることは現時点ではできていない。今後、県単位でデータを検証・比較する

ことにより、何らかの違いが生じているかどうかを改めて検証したいと考えている。また、潜在クラス

モデルによる推定についても、クラス数をさらに増やした場合を含め、引き続き分析を行っていく予定

である。 
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